
部名称 課名称 事業名称
令和7年度
要求額
（千円）

令和7年度
最終査定額
（千円）

頁

災害救助事務（本庁） 14,121 13,973 1

大規模災害被災地等支援事業 1,719 1,719 3

防災課 防災・減災対策推進事業 29,992 22,147 5

その他事業一覧

危機管理室

危機管理課



局 部 課

3 年度

9

10

実績値

目標に対する実績

目標に対する実績

12

定性的な活動目標 単位
目標

居住環境（一時避難住宅）の確保

及び提供

目標値

達成率

当該目標を設定した理由 居住環境の確保及び提供が、市民の安全・安心につながるため。

当該目標を設定した理由 応急救助対応及び制度の継続は、市民の安全・安心の確保、早急な生活再建のために必要不可欠であるため。

達成率

災害により被災した市民への応急救助

対応の実施
実績値

目標値

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
目標

実績 実績見込み

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

災害により被災した市民への救助措置及び支援

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 昭和 22 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠 災害救助法、災害弔慰金の支給等に関する法律、堺市災害弔慰金の支給等に関する条例、堺市災害応急救助要

綱（根拠法令、条例等）

2 関連計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを ターゲット 11.5,11.b

有 取組 「自助」「共助」「公助」の役割分担に基づく災害対策の推進

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①危機対応力の強化

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (1) 自助・共助・公助のバランスのとれた防災・減災力の向上

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 災害救助事務（本庁） 事業番号 002-005

担当部署名 危機管理室 危機管理室 危機管理

令和7年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

・災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害弔慰金や災害障害見舞金等の支給及び災害援護資金の貸付業

務

・堺市災害応急救助要綱に基づく大雨や台風等による風水害や火災等の災害による被災者に対する応急措置

・火災等の災害により住宅を失った被災者への支援として使用許可する一時避難住宅の維持管理

・自然災害による大規模な被害が生じた際の被災者生活再建支援業務の実施及び体制構築

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

自然災害、火災等により被災した市民
対象数 単位

ー ー

1



）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R6まで

R8以降 令和6年度までの事業を継続して実施予定

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

・火災等により被災した市民への一時避難住宅の提供および維持管理にかかる経費を要求。

・本市で災害が発生した際に被災者へ支給する災害弔慰金や災害障害見舞金及び貸付する災害援護資金にかかる

経費を要求。

・自然災害による大規模な被害が生じた際、被災者生活再建支援システムを活用して建物被害認定調査、罹災証明

書発行の迅速化等、被災者生活再建支援業務の効率化を図るための経費を要求。

・災害弔慰金や災害障害見舞金等の支給及び災害援護資金貸付業務の実施

・火災等により被災した市民への一時避難住宅の提供および維持管理の実施

・自然災害による大規模な被害が生じた際の被災者生活再建支援業務の実施

R7 令和6年度までの事業を継続して実施予定

期間 R　　～　　R 要求額

1,500 500

債務負担行為 （単位：千円）

施設等修繕料
R6 予算 2,000 700

R7 予算 300 300 R7 予算

R6 予算 500 500
災害援護資金貸付金

40 40

R7 予算 164 164 R7 予算 100 100
電気・水道・ガス使用料

R6 予算 151 151
その他備品購入費

R6 予算

消耗品費

0 0

R6 予算 3,897 3,897

R7 予算 90 90 R7 予算

R6 予算 100 100 その他使用料及び賃借料（IT経

費） 3,902 3,902

R7 予算 7,500 1,875 R7 予算 500 500

普通旅費
R6 予算 65 65 被災者生活再建支援システム構

築業務

R6 予算 5,745 45

R7 予算 65 65 R7 予算

事業費
うち

一般財源

予算 0 0

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

その他報償費
R6 予算 7,500 1,875

一般財源 37 119 712 7,373 7,496

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債 7,000

5,625 5,625

1,000

事業費  (a) 37 119 712 19,998 14,121

13

項　　　目
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和7年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和7年度

府支出金　

施設清掃委託料
R6

事務事業名 災害救助事務（本庁） 事業番号 002-005

令和7年度　事務事業予算要求シート（2）

2



局 部 課

3 年度

9

10

実績値 100 100

目標値の設定根拠・算出方法 避難元自治体の支援情報及び支援団体から資料等を避難者へ送付することを目標とする。

目標に対する実績

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和5年度 令和6年度 令和7年度

避難元自治体等からの情報提供依頼

への対応率
％

目標値 100 100

達成率 100% 100%

当該指標を選定した理由
避難元自治体の支援情報及び支援団体からの資料等を市内避難者に送付することで、

避難元自治体の現状や受けられる支援事業について把握でき、被災者の支援に繋がるため。

100

当該目標を設定した理由

大規模災害発生時の被災自治体及び市内避難者への支援が本事業の最重要事項であるため。また、被

災自治体への支援を実施することが、本市で大規模災害が発生した場合の迅速な支援の受入れなど、相互

支援体制の確保及び強化に繋がるため。

達成率 100% 100%

大規模災害被災自治体及び被災者

への支援の実施
％ 実績値 100 100

100目標値 100 100 100

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
目標

実績 実績見込み

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

大規模災害時に被災自治体及び被災者を支援するための体制整備

市内避難者の安全・安心な生活支援

被災地派遣職員の活動支援

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 23 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠 災害救助法

原発避難者特例法（根拠法令、条例等）

2 関連計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを ターゲット 11.5,11.b

有 取組 「自助」「共助」「公助」の役割分担に基づく災害対策の推進

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①危機対応力の強化

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (1) 自助・共助・公助のバランスのとれた防災・減災力の向上

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 大規模災害被災地等支援事業 事業番号 002-006

担当部署名 危機管理室 危機管理室 危機管理課

令和7年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

・大規模災害被災地への職員派遣や市内避難者に対する支援

・「総務省応急対策職員派遣制度」に基づく応援・受援体制の構築

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

被災自治体及び被災者、市内避難者、被災地派遣職員
対象数 単位

ー ー

3



）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R6まで

R8以降 令和6年度までの事業を継続して実施予定

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
・被災自治体を支援する職員派遣に備え、現地活動で必要となる資機材等の購入やその他必要となる経費を要求

・市内避難者への情報提供に係る郵送費用を要求

・市内避難者に対する生活や支援に関する情報の提供

・大規模災害時の被災自治体及び被災者への支援の実施

・被災地派遣職員の後方支援

・「指定都市市長会行動計画」に関する会議、「総務省応急対策職員派遣制度」に係る研修等の参加

R7 令和6年度までの事業を継続して実施予定

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

通信運搬費
R6 予算

R7 予算 108 0 R7 予算

R6 予算 200 0

20 0

R7 予算 75 0 R7 予算 20 0
物品等修繕料

R6 予算 75 0
有料道路通行料

R6 予算

燃料費

50 0

R6 予算 168 0

R7 予算 40 0 R7 予算

R6 予算 40 0
自動車借上料

168 0

R7 予算 938 0 R7 予算 65 0

消耗品費
R6 予算 305 0

手数料
R6 予算 0 0

R7 予算 255 0 R7 予算

事業費
うち

一般財源

予算 0 0

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

普通旅費
R6 予算 922 0

一般財源 20,159

受益者負担金(使用料、手数料等）　

1,719その他（ 大規模災害被災地等支援基金 489 520 2,648 1,730

市債

事業費  (a) 489 520 22,807 1,730 1,719

13

項　　　目
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和7年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和7年度

府支出金　

郵便料
R6

事務事業名 大規模災害被災地等支援事業 事業番号 002-006

令和7年度　事務事業予算要求シート（2）

4



局 部 課

3 年度

9

10

令和7年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

・堺市防災会議の開催

・堺市地域防災計画の修正

・堺市国土強靭化地域計画の改訂

・防災マップ等による普及啓発

・危機管理当直体制及び危機管理対応職員宿舎の確保

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

全市民
対象数 単位

Ⅰ．基本情報

事務事業名 防災・減災対策推進事業 事業番号 002-008

担当部署名 危機管理室 危機管理室 防災

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (1) 自助・共助・公助のバランスのとれた防災・減災力の向上

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ⑤地域防災力の向上

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを ターゲット 11.5,11.b

有 取組 「自助」「共助」「公助」の役割分担に基づく災害対策の推進

2 関連計画 堺市地域防災計画、堺市国土強靭化地域計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 令和 ─ 点検対象年度 令和 8 年度

実施根拠
強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法・災害対策基本法

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

堺市地域防災計画をはじめ、関連する計画やマニュアルの策定・改定を行うとともに、災害時の迅速かつ確実な避難に

よる生命の保持、良好な避難所環境や備蓄の充実等による避難者の生活確保を図り、市民の生命・身体・財産を保

護する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 委員、委託業者等

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

ー目標値 ー ー ー

当該指標を選定した理由
近い将来高い確率で発生が危惧されている南海トラフ巨大地震や上町断層帯地震等に加え、集中豪雨や

台風の大型化等、気象状況が年々変化しており、適宜、各種計画・マニュアルに見直す必要があるため。

達成率 ー ー

各種計画・マニュアルの修正・改定 ー 実績値 ー ー

目標値の設定根拠・算出方法 堺市地域防災計画、堺市国土強靭化地域計画及び避難情報の判断・伝達マニュアル等の改訂並びに修正

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和5年度 令和6年度 令和7年度

堺市防災会議の開催 回

目標値 1 0

達成率 100% ー

当該指標を選定した理由
堺市防災会議は、防災に関する重要事項を審議する場であり、市の防災施策の効果的推進にあたって参

考とするため。

1

実績値 1 0

目標値の設定根拠・算出方法 堺市地域防災計画の修正など、防災に関する重要事項を審議するため。

5



）

15

事務事業名 防災・減災対策推進事業 事業番号 002-008

令和7年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和7年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和7年度

府支出金　

需用費（職員宿舎消耗品、各種

資料印刷）

R6

13

項　　　目
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 11,216

事業費  (a) 64,861 8,836 10,408 11,809 29,992

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 53,645 8,836 10,408 11,809 29,992

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

堺市国土強靭化地域計画改訂
R6 予算 0 0

事業費
うち

一般財源

予算 700 700

R7 予算 5,995 5,995 R7 予算 762 762

堺市地域防災計画修正
R6 予算 0 0 役務費（当直室クリーニング代、

当直室・職員宿舎電話使用料）

R6 予算 855 855

R7 予算 3,146 3,146 R7 予算 825 825

R6 予算 408 408

R7 予算 6,828 6,828 R7 予算

R6 予算 0 0
防災会議委員報酬

408 408

宿日直手当
R6 予算 6,473 6,473

耐震性貯水槽監視・点検
R6 予算

堺市防災マップ印刷

1,230 1,230

R7 予算 6,540 6,540 R7 予算 2,132 2,132

572 572

債務負担行為 （単位：千円）

使用料及び賃借料（職員宿舎借

上料等）

R6 予算 509 509

R7 予算 2,784 2,784 R7 予算

R6 予算 1,634 1,634
その他

・堺市地域防災計画、国土強靭化地域計画など各種計画やマニュアルの修正（随時）

・堺市防災会議の開催

・各種資料の改訂（随時）

R7

・堺市地域防災計画、国土強靭化地域計画及びそれに関係するマニュアル等の修正

・堺市防災会議の開催

・各種資料の改訂

期間 R　　～　　R 要求額

R8以降

・堺市地域防災計画、国土強靭化地域計画など各種計画やマニュアルの修正（随時）

・堺市防災会議の開催

・各種資料の改訂（随時）

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

・現行の堺市国土強靭化地域計画は、令和7年度までの5か年計画となっており、令和8年度以降の計画の更新が必

要となります。計画の改訂には、災害対策に関する知識や、強くしなやかな都市形成を実現するための広い知見が必要

になるため、専門性とノウハウを有する業者へ計画改訂の支援を委託するための予算を増額要求します。

・令和5年度から令和6年度にかけて、国の防災基本計画や大阪府地域防災計画が修正され、堺市地域防災計画に

ついても両計画の修正内容や、前回修正以降に全国で発災した各種災害から得られた知見について反映する必要が

あります。計画の修正には、コンサルタント業者がもつ防災計画修正に関するノウハウや知識などの専門性と、上記国土

強靭化地域計画更新と並行して実施するための作業支援が必要であるため、計画修正の支援を委託するための予算

を増額要求します。

・令和3年度末にリニューアルした「堺市防災マップ」が、各区役所での配架や啓発イベントでの活用により在庫が少なく

なったため、次回更新が行われるまでの啓発に引続き活用するため、増刷の予算を増額要求します。

・その他、危機管理当直体制や危機管理対策職員宿舎を確保するための予算等を要求します。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R6まで

6


